
基準告示・報酬告示留意事項通知中で遵守、参照等が求められている主な資料について 

 

集団指導資料全体のボリュームが非常に大きいため、資料の掲載は見送らせて頂きました。

つきましては、下記ホームページからダウンロードする等してご確認ください。 

 

 

・「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」 

・「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」 

（厚生労働省ホームページ 厚生労働分野における個人情報の適切な取扱いのためのガイ

ドライン等） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000027272.html 

 

 

・「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」 

・「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」 

（厚生労働省ホームページ 介護施設・事業所における業務継続計画（ＢＣＰ）作成支援に

関する研修） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/d

ouga_00002.html 

 

 

・「介護現場における感染対策の手引き」 

（厚生労働省ホームページ 介護事業所等向けの新型コロナウイルス感染症対策等まとめ

ページ） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/t

aisakumatome_13635.html 

 

 

・「介護施設・事業所の職員向け感染症対策力向上のための研修教材」 

（厚生労働省ホームページ 介護保険サービス従事者向けの感染対策に関する研修） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/k

ansentaisaku_00001.html 
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事 務 連 絡   

平成１８年１２月１２日   

 

 (介護予防)小規模多機能型居宅介護事業者 各位 

 

岡山市介護保険課長     

 

 

居宅サービス計画作成依頼（変更）届出書の取扱いについて 

 

 このことについて、(介護予防)小規模多機能型居宅介護を利用するにあたっては、利用

者若しくは事業者が各福祉事務所へ標記届出書の提出をされているかと思います。 

 つきましては、これまでの取扱いに加え、下記事項にご留意いただき、併せて利用者の

方々へご周知くださいますようよろしくお願いいたします。 

 

記 

 

 新たに届出書が必要な場合 

 

  ＊(介護予防)小規模多機能型居宅介護利用者が認定更新の結果、 

     ①要支援→要介護 

     ②要介護→要支援 

   となった場合には、改めて居宅サービス計画作成依頼（変更）届出書の提出が必要

となります。 

 

  （新たに届出書が必要な理由） 

    現行の国保連合会システムの仕様上、介護給付並びに予防給付の識別ができず、

届出のないまま介護報酬を請求するとエラーとなり返戻となってしまうため。 
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事故発生場所
発生場所 件数 割合

居室 66 29%
デイルーム 14 6%

食堂 52 23%
屋外 11 5%

廊下/ホール 14 6%
トイレ 14 6%

風呂/脱衣所 7 3%
その他 52 23%
不明 0 0%
合計 230 100%

事故種別
事故種別 件数 割合

転倒 90 39%
誤薬 54 23%

感染症等 14 6%
失踪 3 1%
転落 7 3%

その他 62 27%
合計 230 100%

症状
症状 件数 割合

様子観察 113 43%
骨折 26 11%

感染症 12 5%
打撲/捻挫 19 8%

切傷/擦過傷 16 7%
肺炎/窒息 3 1%

その他 41 18%
合計 230 100%

事故結果
事故結果 件数 割合
１回受診 58 25%

入院 22 10%
通院 3 1%

その他 147 64%
合計 230 100%

令和３年度 　小規模多機能型居宅介護　　事故件数２３０件

様子観察

骨折

感染症

打撲/捻挫

切傷/擦過傷

肺炎/窒息

その他

症状 様子観察

骨折

感染症

打撲/捻挫

切傷/擦過傷

肺炎/窒息

その他

居室

デイルーム

食堂屋外

廊下/ホール

トイレ

風呂/脱衣所

その他

不明事故発生場所 居室

デイルーム

食堂

屋外

廊下/ホール

トイレ

風呂/脱衣所

その他

不明

転倒

誤薬
感染症等

失踪

転落

その他

事故種別
転倒

誤薬

感染症等

失踪

転落

その他

１回受診

入院

通院

その他

事故結果

１回受診

入院

通院

その他
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指定基準による各研修の位置づけ 

「指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について」により、下表の

とおり研修の受講が義務付けられています。 

 

事業所業種 

 

対象者 
認知症介護実践

者研修 

認知症対応型サ

ービス事業管理

者研修 

小規模多機能型

サービス等計画

作成担当者研修 

認知症対応型サ

ービス事業開設

者研修 

指定小規模多機

能型居宅介護事

業所 

管理者 要 要 不要 不要 

計画作成担当者 要 不要 要 不要 

代表者 不要 不要 不要 要 

指定看護小規模

多機能型居宅介

護事業所 

管理者 要 要 不要 不要 

計画作成担当者 要 不要 要 不要 

代表者 不要 不要 不要 要 

※看護小規模多機能型居宅介護事業所の場合、管理者及び代表者が、保健師又は看護師である場合は実践

者研修・管理者研修の受講・修了は不要です。 
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目　　　　　的 研修対象者

介護に携わる者が，認知症介護業務を遂行する上で必要とされ
る基礎的な知識や技術の習得とそれを実践する際の考え方を
身につけ，サービス提供を行うことができるようにする。
認知症介護実践者研修を含む他の研修を受講するうえで必須
の研修ではありませんが，基礎的な知識・技術を身につける。

岡山市内の介護保険施設・介護サー
ビス事業所等に従事する介護職員等

実践者研修

施設，在宅に関わらず認知症の原因疾患や容態に応じ，本人や
その家族の生活の質の向上を図る対応や技術を習得する。
認知症介護関連の研修の基礎となる研修で，「認知症介護実践
リーダー研修」，「認知症対応型サービス事業管理者研修」，「小
規模多機能型サービス等計画作成担当者研修」を受講する際に
は，本研修を修了していることが要件となります。

介護保険施設・事業所等に従事する
介護職員等
原則として身体介護に関する基本的
知識・技術を習得している者で，概ね
実務経験２年以上の者

実践リー
ダー研修

ケアチームにおける指導的立場としてチーム員の知識・技術・態
度を指導する能力及びチームリーダーとしてのチームマネジメン
ト能力を習得する。

介護保険施設・事業所等に従事する
介護職員等
介護保険施設又は指定居宅介護サー
ビス事業者及び指定地域密着型事業
者等において介護業務に概ね５年以
上従事した経験を有する者で実践者
研修を修了し１年以上経過している者

指定認知症対応型共同生活介護事業所，指定小規模多機能型
居宅介護事業所，指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の
代表者となる者に対し，事業所を運営していく上で必要な「認知
症高齢者の基本的な理解」「認知症高齢者のケアのあり方」「適
切なサービス提供のあり方」などの知識を身につけるための研
修を実施する。

指定認知症対応型共同生活介護事業
所，指定小規模多機能型居宅介護事
業所及び指定看護小規模多機能型居
宅介護事業所の代表者

指定認知症対応型通所介護事業所，指定小規模多機能型居宅
介護事業所，指定認知症対応型共同生活介護事業所及び指定
看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理者となる者が，こ
れらの事業所を管理・運営していく上で，必要な「指定基準等の
正しい理解」，「職員の労務管理」，「適切なサービス提供のあり
方」などの必要な知識・技術を身につける。

指定認知症対応型通所介護事業所，
指定小規模多機能型居宅介護事業
所，指定認知症対応型共同生活介護
事業所及び指定看護小規模多機能型
居宅介護事業所の管理者又は管理者
になることが予定される者で，実践者
研修（基礎課程）を修了している者

指定小規模多機能型居宅介護事業所、指定看護小規模多機能
型居宅介護事業所の計画作成担当者となる者に対し，利用者
及び事業の特性を踏まえた小規模多機能型居宅介護計画、看
護小規模多機能型居宅介護計画を適切に作成する上で必要
な，当該サービスに係る「基準の正しい理解」「適切なサービス
の提供」「利用計画作成演習」などの必要な知識・技術を身につ
ける。

指定小規模多機能型居宅介護事業所
及び指定看護小規模多機能型居宅介
護事業所の計画作成担当者又は計画
作成担当者になることが予定される者
で実践者研修（基礎課程）を修了して
いる者

認知症介護基礎・実践研修を企画・立案し，講義・演習・実習を
担当することができる能力を身につけるとともに，介護保険施
設・事業者等における介護の質の改善について指導することが
できる者を養成する。

実践リーダー研修を修了した者（専門
課程を修了した者を含む）

認知症介護指導者養成研修修了者に対し，一定期間ごとに最
新の認知症介護に関する専門的な知識や指導方法等を修得さ
せることにより、第一線の介護従事者に対して最新の認知症介
護技術を的確に伝達できるような体制を整える。

認知症介護実践研修の企画・立案に
参画又は講師として現に従事している
若しくは予定している者で指導者養成
研修修了後１年以上経過している者

認知症介護基礎研修

各種認知症研修の目的及び対象者

※指定小規模多機能型居宅介護事業所，指定認知症対応型共同生活介護事業所及び指定看護小規模多機能型居宅介護事業
所の管理者に就任するには，特別養護老人ホーム，老人デイサービスセンター，介護老人保健施設，指定認知症対応型共同生
活介護事業所等の職員又は訪問介護員等として，３年以上認知症高齢者の介護に従事した経験を有する者であることが必要（基
準奨励並びに解釈通知）

認知症介護指導者養成
研修

フォローアップ研修

認知症対応型サービス
事業管理者研修

小規模多機能型サービ
ス等計画作成担当者研
修

認知症対応型サービス
事業開設者研修

認知症介護
実践研修
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【参 考 例】 

確 約 書 

 

                                 年  月  日  

 岡山市長 様 

氏名                  

 

私は，令和○○年○○月○○日から○○○○○○○（事業所名称）の○○○○（就任予定役

職名）に就任を予定していますが，現在，必要な以下の研修を修了しておりません。次回の研

修に申込み，受講が認められれば，当該研修を修了することを確約いたします。 

 

１ 満たしていない資格要件 

  ○○○○○○               

２ 受講予定の直近の研修名 

  ○○年度第○○回○○○○○研修（○○年○○月予定）  

 

 

確 約 書 

 

                                 年  月  日  

 岡山市長 様 

事業者（法人）名称 

事業所名称 

代表者職・氏名                  

                                          

令和○○年○○月○○日から就任予定の○○○○○（就任予定者氏名）は，現在，配置に必

要な以下の研修を修了しておりません。次回の研修に申込み，受講が認められれば，当該研修

を修了させることを確約いたします。 

 なお，研修修了時には速やかに研修修了証の写しを提出します。 

 

１ 配置する役職名 

  ○○○○○○ 

２ 満たしていない資格要件 

  ○○○○○○ 

３ 受講予定の直近の研修名 

  ○○年度第○○回○○○○○研修（○○年○○月予定） 

４ 有資格者を配置できなかった理由 

  ○○○○○○○○○○○○      
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  参 考   

２０２２年度 認知症介護各種研修の開催状況 

＊令和５年度の開催日程については決まり次第，岡山市のホームページ及びメールでお知らせします。 

 

岡山市認知症介護基礎研修 

≪岡山市ふれあい公社開催分≫ 

日  程  令和４年１０月１日～令和４年１２月２６日（e ラーニング型研修） 

募集期間  令和４年７月１２日～令和４年９月１５日 

実施機関  （公財）岡山市ふれあい公社 

申 込 先  （公財）岡山市ふれあい公社 

 

認知症介護実践研修（実践者研修） 

≪岡山県老人保健施設協会開催分≫ 

日  程  ①令和４年６月２３日～２４日，７月１２日～７月１３日 

募集期間  ①令和４年５月１日～５月３１日 

実施機関  一般社団法人 岡山県老人保健施設協会 

申 込 先  一般社団法人 岡山県老人保健施設協会 

 

認知症介護実践研修（実践者研修） 

≪岡山県社会福祉協議会開催分≫ 

日  程  ①令和４年７月１３日～１５日，８月３日～４日，９月１２日 

②令和４年８月２４日～２６日，９月１４日～１５日，１０月２４日 

募集期間  ①②令和４年５月１１日～５月３１日 

実施機関  （福）岡山県社会福祉協議会 

申 込 先  岡山市内の事業所：岡山市保健福祉局高齢福祉部事業者指導課 

      岡山市外の事業所：所在地の市町村介護保険課 

 

認知症介護実践研修（実践者研修） 

≪岡山市ふれあい公社開催分≫ 

日  程  ①６月４日，６月１２日，７月３日，７月９日，９月３日 

②７月２３日，７月２４日，８月６日，８月７日，９月１８日 

③９月７日，９月８日，９月２８日，９月２９日，１１月３０日 

      ④１１月１２日，１１月１３日，１２月３日，１２月４日，令和５年２月５日 

⑤１１月２６日，１１月２７日，１２月１０日，１２月１１日， 

令和５年２月１１日 

募集期間  それぞれの開催回毎に期限を定めて募集 

実施機関  （公財）岡山市ふれあい公社 

申 込 先  （公財）岡山市ふれあい公社 
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小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 

日  程  令和４年１０月１８日～１０月１９日 

募集期間  令和４年５月３１日～６月３０日 

実施機関  （福）岡山県社会福祉協議会 

申 込 先  岡山市内の事業所：岡山市保健福祉局高齢福祉部事業者指導課 

      岡山市外の事業所：所在地の市町村介護保険課 

 

認知症対応型サービス事業管理者研修（管理者研修） 

日  程  ①令和４年９月２７日～９月２８日 

②令和４年１１月２４日～１１月２５日 

③令和５年２月７日～２月８日 

募集期間  令和４年５月３１日～６月３０日（①～③回分を全てを募集） 

実施機関  （福）岡山県社会福祉協議会 

申 込 先  岡山市内の事業所：岡山市保健福祉局高齢福祉部事業者指導課 

      岡山市外の事業所：所在地の市町村介護保険課 

 

認知症対応型サービス事業開設者研修（代表者研修） 

日  程  令和４年９月４日 

募集期間  令和４年５月３１日～６月３０日 

実施機関  （福）岡山県社会福祉協議会 

申 込 先  岡山市内の事業所：岡山市保健福祉局高齢福祉部事業者指導課 

      岡山市外の事業所：所在地の市町村介護保険課 
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１．事業者指導課に提出が必要な書類について 

 

 

１ 各種書類の提出期限について 

①  令和５年４月１日適用開始の体制届 

令和５年３月１５日（水） 

② 令和５年度介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護職員等ベース

アップ等支援加算 計画書 

令和５年４月１５日（土）（消印有効） 

③ 令和４年度介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護職員等ベース

アップ等支援加算 実績報告書 

令和５年７月３１日（月） 

２ 報酬改定に伴う，重要事項説明書等の取扱い（利用料金が変更となる場合） 

(1) 新規の利用申込者に対しては，変更内容を反映させた重要事項説明書を作成の上，

当該説明書を交付して説明を行い，利用申込者の同意を得ること。 

 (2) 既存の利用者に対しては，内容を変更した重要事項説明書（同意を得ている重要事

項説明書の内容の差し替えとして，変更部分のみでも可）を交付して説明を行い利用

者の同意を得ること。 

 

３ 自己点検シートの活用について 

岡山市事業者指導課のホームページに各サービスごとの自己点検シートを掲載してい

ます。各サービス事業所は，提供するサービスのチェックに活用してください。 

 

 ※地域密着型サービス事業者の自己点検シートについて 

  https://www.city.okayama.jp/jigyosha/0000023089.html 

 

４ 疑義照会（質問）について 

今回の集団指導に係る内容のものに限らず，疑義照会・質問等については，「質問票」

により FAX にて送信してください。 

 

５ 厚生労働省からの Q＆A 等について 

厚生労働省から発出される Q＆A 等については，随時，ホームページ上で公開してい

きますので，確認をお願いします。 

また，Ｑ＆Ａ等の内容によっては，本日の集団指導資料の記載内容を変更する場合が

あります。その場合もホームページ上でお知らせしますので，随時、確認をお願いしま

す。 

 

 

 事業者指導課（通所事業者係）からのお知らせ 
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事業所名

サービス
種別

事業者
番号 33

所在地

Ｔｅｌ Ｆａｘ

担当者名 職名

【質問】

【回答】

【質　問　票】
 令和　　　年　　　月　　　日
 岡山市事業者指導課通所事業者係  宛
 Ｆａｘ：０８６（２２１）３０１０
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令和  年  月  日 

 

岡山市 事業者指導課 宛 

ＦＡＸ番号 ０８６－２２１－３０１０ 

 

 

電話・ＦＡＸ番号 変更届 

 

 

下記のとおり電話・ＦＡＸ番号が変更になりましたので，お知らせします。 

 

 

記 

 

法人名                                   

 

事業所名                                  

 

介護保険事業所番号                             

 

 

 

旧番号                     新番号 

電話番号  

ＦＡＸ番号  

電話番号 

 

 

 

ＦＡＸ番号  
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